
　⚑．はじめに

　⚑－⚑　背景・目的
　戦後の急速なモータリゼーションの進展を背景に、
公共施設や大型店舗などの都市機能が郊外へ無秩序
に拡散し、行政コストの増大、中心市街地の空洞化、
自動車利用増大に伴う環境汚染、交通事故増加など、
さまざまな点において問題となっている。このよう

な都市問題に際し、今後も持続的に都市を発展させ
るために注目されているのがコンパクトシティ（集
約型都市）である。
　集約型都市は持続可能な都市モデルとして国内外
で議論され、一般的に「環境・経済・社会」の⚓要
素のバランスが重要であるとされる（例えばNewman 
and Kenworthy⚑））。また、国連持続可能な開発委
員会（UNCSD）⚒）でも、この⚓要素に着目した持続
可能性評価に関する研究整理が行われている。一方
でわが国の既存研究の中でも、コンパクトシティは
環境負荷が少ないことや、経済面でも都市の財政コ
ストの低減に効果があることがさまざまな研究で指
摘されている。例えば、牧野ら⚓）は環境について、
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加地ら⚔）は経済についてコンパクトシティの有効性
に言及している。しかし、環境や経済の要素と比較
して、社会的側面に着目している研究は数少なく
（例えば奈良ら⚕））、定量的な研究は十分であるとは
いえない。
　特に、社会の要素の中でも集約型都市と交通安全
の関係はいまだに不明瞭な点が多い。一般的に、都
市の集約化は自動車利用を抑制し、交通事故を減少
させる効果があると考えられている。一方で、集約
化は交通密度を上昇させ、混雑悪化とともに、事故
リスクの上昇にもつながる危険性もある。
　集約型都市では本当に事故が少ないのか？　集約
型都市と交通安全に関して、実証データに基づく定
量的な知見はほとんど見られない。そこで、集約型
の都市と拡散型の都市を比較し、交通安全性にどの
ような影響を及ぼすのか、定量的なデータをもとに
明らかにすることを本研究の目的とする。
　⚑－⚒　本研究の位置付け
　わが国の交通事故の動向を見ると、戦後の高度経
済成長や自動車保有率の上昇により激増した事故件
数・死者数は、その後、交通施設整備や車両自体の
改良、法改正などによる規制強化によって、近年で
は順調に事故件数・死者数共に減少傾向を示してい
る。しかし、2010年現在に至っても、発生件数725,773
（件）、死者数4,863（人）という数値は、依然、わが
国の重大な問題の一つといえる。
　交通事故の実態や発生原因などの研究は数多く見
られ、例えば、財団法人交通事故総合分析センター
（ITARDA）⚖）は交通事故の各種要因について分析
を行っている。しかし大半の事故研究は、各事故地
点など局地的な問題としてとらえており、都市構造
との関連性についての研究は限られている。田久保
ら⚗）は地域を単位として、事故発生状況と社会生活

指標との分析により、事故と人口やD I D
状況＊⚑などの都市化の程度で代表される要
因の影響が大きいことを明らかにした。ま
た森本ら⚘）は、コンパクト性の度合別に分
類した50都市の分析結果から、人口密度の
上昇が事故抑制に効果があり、公共交通分
担率の上昇に伴い死亡事故が減少すること
を示している。しかし、これまでの研究で
はコンパクト化と事故減少の関連性につい
ては十分に検討されていない。例えば、都
市構造のコンパクト化は、トリップ長や交
通機関分担率の変化を通して、自動車利用

機会を減少させ、交通安全に寄与するが、密度上昇
は道路混雑を誘発させるため事故リスクを高める危
険性も秘めている。本研究では集約型都市を評価す
る指標を用いて、交通事故との関連性を多面的に検
討することに特色がある。

　⚒．集約型都市の特徴と分類

　一般的な集約型都市の特徴としては、高密度（人
口・建物・労働）・用途混合（住・職・商）・非自動車
依存等が挙げられる。つまり、主要な都市機能が一
定のエリアに集中しているため、移動距離が短く、
徒歩や公共交通が発達した街ということになる。当
然、コンパクトな街では車による移動距離も短くな
る。Fig.1に車による平均トリップ長と交通事故の
関係を示す。これを見ると、確かにトリップ長が増
加すると、全事故および死亡事故ともに増える傾向
がうかがえる。
　なお、本研究で都市間比較に用いるのは、全国の
県庁所在地と政令指定都市（合計52都市の内、欠損
値を含む⚒都市を除く50都市）を対象とする。使用
データは、Ｈ20年交通事故統計年報、Ｈ12、 Ｈ17、
Ｈ20年の国勢調査、およびＨ17年全国PT調査であ
る。 
　次に、都市のコンパクト性を定量的に算出するこ
とで、対象50都市の分類を試みる。ここでは都市の
コンパクト性の分類は、都市機能の集積圏域と集積
密度の高低の二つの視点より行う。具体的なコンパ
クト性の分類方法をFig.2に示す。なお、図中に示
した都市化度とは総人口のうち、どれだけ人口集中
地区＊⚑に居住しているか、市街化度とは市街化区域
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　＊⚑　人口集中地区DID（Densely Inhabited District）とは、市
区町村の区域内で人口密度が4,000人/km²以上の基本単
位区が互いに隣接して人口が5,000人以上となる地区。

Fig. 1　車のトリップ長と交通事故の関係
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面積のうち、どれだけが人口集中地区かを示す。こ
の基準により分類した結果をTable 1に示す。

　⚓．都市指標と交通事故の都市間比較

　⚓－⚑　交通事故の都市間比較
　都市間比較には都市指標として総面積、総人口、
DID面積、DID人口、DID人口密度、公共交通分担
率、自動車保有率を用いる。人口当たりの死亡事故
および事故件数と都市指標の相関分析を行った結果
をTable 2に示す。なお、都市のコンパクト性につ

いては高・中・低を⚓段階評点で数値化して、都市
指標と相関をとった。これを見ると、人口当たりの死
亡事故とある程度の負の相関が見られるのが、DID
人口密度（相関：-0.51）、公共交通分担率（相関：-0.40）
である。また、都市のコンパクト性についても負の
相関（-0.48）が見られる。つまり、都市の集約化によ
って人口密度や公共交通分担率が上昇すると、交通
事故が削減傾向を見せる。なお、コンパクト性と人
口当たりの事故件数との相関は-0.23と極めて低くな
り、このことからコンパクト化の推進は軽傷事故よ
りも重傷事故の減少に寄与することが推測される。
これはコンパクト化によって交通密度が上がり、自
動車の走行速度が低下することで、重症化を抑えた
のではないかと考えられる。
　⚓－⚒　公共交通分担率と交通事故
　都市間比較において人口当たりの交通事故と公共
交通分担率の間には弱い負の相関（-0.41）が見られた。
このような負の関係はコンパクト性の低い都市の中
でも同様な関係が得られるのだろうか？　仮にそう
だとすると、低密に広がった都市をコンパクト化す
ることに多大な労力をかけるより、公共交通の利用
促進に重点をおいた方が、交通安全の視点では直接
的だと思われる。
　そこで、都市をコンパクト性の高・中・低で分類
して、交通事故と公共交通分担率の関係を調べた。
結果をFig.3に示す。
　これを見ると、コンパクト性が高もしくは中の都
市では確かにある程度の負の相関が見られ、公共交
通分担率の上昇が事故削減に寄与しているといえる。
しかし、コンパクト性の低い都市では全く関連性が
見えない。また、公共交通分担率が一定レベル以下
の都市では、事故の多い都市と少ない都市が混在し
ていることも分かる。
　つまり、交通事故の減少には、都市が中程度以上
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集積圏域による都市のコンパクト性指標 Ｃ1 集積密度による都市のコンパクト性指標 Ｃ2
C1=（U/Ua+S/Sa）/2
 U ：都市化度
 Ua ：グループ別都市化度の平均値
 S ：市街化度
 Sa ：グループ別市街化度の平均値

C2=（U/Ua+M/Ma）/2
 U ：都市化度　
 Ua ：グループ別都市化度の平均値　
 M ：DID人口密度　
 Ma ：グループ別DID人口密度の平均値　

C1≧1, C2≧1　
片方の値のみ1.0以上
C1≦1, C2≦1

コンパクト性「高」
コンパクト性「中」
コンパクト性「低」

注⚑）U=Pu/Pt×100　Pu：DIDの人口（人）、Pt：総人口（人）。
注⚒）S=Au/As×100　Au：DID面積（km²）、As：市街化区域面積（km²）。
Fig. 2　都市のコンパクト性の分類方法

Table 1　研究対象地域のコンパクト性の分類結果

コンパクト性
人口

低（18都市）中（11都市）高（21都市）

仙台市　宇都宮市
浜松市　新潟市
広島市　岡山市
北九州市　松本市
鹿児島市　熊本市

（⚑⚐都市）

静岡市　神戸市
千葉市

（⚓都市）

札幌市　東京区部
さいたま市　横浜市
相模原市　川崎市
名古屋市　京都市
大阪市　　堺市
福岡市

（⚑⚑都市）

⚕⚐万人以上
（⚒⚔都市）

山形市　福島市
水戸市　富山市
福井市　長野市
岐阜市　津市
鳥取市　大分市

（⚑⚐都市）

前橋市　　大津市
和歌山市　徳島市
佐賀市　　長崎市
宮崎市

（⚗都市）

青森市　盛岡市
秋田市　金沢市
奈良市　高知市
那覇市

（⚗都市）

⚒⚐万人〜⚕⚐万人
（⚒⚔都市）

松江市
（⚑都市）

甲府市
（⚑都市）

⚒⚐万人未満
（⚒都市）

Table 2　都市指標と交通事故の相関係数

人口当たり事故人口当たり死亡事故都市指標
-⚐.⚒⚓-⚐.⚔⚘コンパクト性
-⚐.⚐⚓⚐.⚒⚐総面積
-⚐.⚒⚐-⚐.⚓⚑総人口
-⚐.⚑⚙-⚐.⚓⚓DID面積
-⚐.⚒⚑-⚐.⚓⚒DID人口
-⚐.⚓⚔-⚐.⚕⚑DID人口密度
-⚐.⚔⚑-⚐.⚔⚐公共交通分担率
⚐.⚒⚕⚐.⚑⚙自動車保有率



のコンパクトな構造となっており、かつ一定レベル
の公共交通分担率を有していることが条件となって
いると推測される。
　ではどの程度の公共交通分担率が必要となるので
あろうか。それを探るため、公共交通分担率と事故
発生件数との単相関が最も高くなるよう、公共交通
分担率の境界値を変動させて検討した。分析結果を
Table 3に示す。
　全48都市の分析では、人口当たりの事故と公共交
通分担率の相関が-0.41であったが、公共交通分担率
の高低で都市群を⚒分割して分析すると、公共交通
分担率が一定レベル以上の都市群では、高い負の相
関を示していることが分かる。特に、公共交通分担
率10％を境界値として分類した結果、公共交通分担
率10％以上（n＝21）の都市では、交通事故と公共交
通分担率の相関が約-0.72と最も高い値を示した。
　この結果より、公共交通分担率10％より高い都市
と、低い都市では交通安全施策が異なることが予想
される。そこで、次節以降は公共交通分担率10％を
境界値として都市を分類した上で検討を行う。
　⚓－⚓　公共交通分担率10％以上

の都市の分析結果
　公共交通分担率が10％以上の都市に
ついて、人口当たり事故発生件数と各
都市指標の相関を調べた（Table 4）。
これを見ると、公共交通分担率が最も
高い相関（-0.72）であり、自動車保有率
が次いで高い相関（0.56）であることが
分かる。
　次に人口当たりの交通事故件数yを、
公共交通分担率xで推定する式を単回
帰分析で求めた。

　推定式　 y = -0.013 x ＋0.9419 … ᾇ

　この推定式は、公共交通分担率が⚑ ％増加すると、
人口10万人当たりの事故発生件数が1.3件減少するこ
とを示している。単回帰式の決定係数は0.49であり、
公共交通分担率のみで交通事故発生件数の約50％を
説明することができる。
　Fig.4に回帰式による交通事故件数の算定値と実値
を示す。特にコンパクト性が高い都市では算定値と
実値の誤差が少ない傾向が見て取れる。
　次に、都市指標と交通事故との関連を見るため、
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Table 3　公共交通分担率の分割

単相関t値
公共交通分担率

-⚐.⚔⚑⚕⚐-⚓.⚐⚙⚓⚖全数（n=⚔⚘）

-⚐.⚗⚑⚑⚖-⚓.⚒⚐⚓⚒⚒⚐%以上（n=⚑⚒）
-⚐.⚑⚗⚕⚙-⚑.⚐⚔⚑⚙⚒⚐%未満（n=⚓⚖）
-⚐.⚖⚗⚔⚒-⚓.⚕⚓⚕⚘⚑⚕%以上（n=⚑⚗）
-⚐.⚑⚗⚗⚖-⚐.⚙⚗⚑⚖⚑⚕%未満（n=⚓⚑）
-⚐.⚗⚑⚘⚘-⚔.⚕⚐⚗⚒⚑⚐%以上（n=⚒⚑）
-⚐.⚒⚘⚕⚓-⚑.⚔⚘⚘⚕⚑⚐%未満（n=⚒⚗）
-⚐.⚖⚒⚗⚘-⚓.⚖⚙⚕⚗⚘%以上（n=⚒⚓）
-⚐.⚒⚔⚑⚐-⚑.⚑⚙⚑⚐⚘%未満（n=⚒⚕）
-⚐.⚕⚓⚒⚐-⚒.⚐⚘⚓⚗⚖%未満（n=⚑⚓）
-⚐.⚑⚒⚕⚓-⚐.⚓⚐⚙⚓⚔%未満（n=⚘）

Fig. 3　公共交通分担率と人口当たり事故件数
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Table 4　人口当たり交通事故件数と都市指標の相関

⚑⚐%未満の都市
　　　 （n=⚒⚔）

⚑⚐%以上の都市
　　　 （n=⚒⚑）都市指標

-⚐.⚒⚕-⚐.⚑⚒総面積（km⚒）
-⚐.⚑⚑-⚐.⚒⚘総人口（人）
-⚐.⚑⚕-⚐.⚒⚕DID面積（km⚒）
⚐.⚑⚑-⚐.⚒⚘DID人口（人）
-⚐.⚑⚓-⚐.⚓⚗DID人口密度
-⚐.⚓⚔-⚐.⚗⚒公共交通分担率
⚐.⚕⚖⚐.⚕⚖自動車保有率

Fig. 4　公共交通分担率を用いた交通事故発生件数の推定
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共分散構造分析を行った結果をFig.5に示す。GFI＊⚒が
低いため全体の説明力は弱いが、都市のコンパクト
性が高まると交通危険性が低下する一方で、交通危
険性の増大は公共交通分担率の低下と密接な関係を
持っていることが分かる。したがって、公共交通分
担率が10％を超える都市に対しては、都市構造の改
善や公共交通の利用促進策による交通安全性の向上
が期待される。
　⚓－⚔　公共交通分担率10％未満の分析結果
　公共交通分担率10％未満の都市についても同様の
分析を行った結果をTable 4に示す。これを見ると、
公共交通分担率の相関（-0.34）に対し、自動車保有率
と人口当たり交通事故件数との相関（0.56）のほうが

高いことが分かる。つまり、公共交通
の利用促進策より、自動車保有に対す
る施策（例えば高齢者の免許返納制度
等）のほうが効果的であるといえる。
Fig.6に自動車保有率 z を説明変数に用
いた回帰式による交通事故件数 y の算
定値と実値を示す。決定係数は0.28と
低く、実値と算定値の乖離が見られる。

　推定式　y = 0.002 z －0.621 … ᾈ

　さらに公共交通分担率10％未満の都
市に対しても、都市指標との関連を見

るため共分散構造分析を行った（Fig.7）。 交通安全に
最も関連性を示しているのは自動車保有率であるが、
その他の都市指標については交通安全に対してあま
り関連性を示していない。したがって、公共交通分
担率10％未満の都市においては、都市のコンパクト
性や規模の改善だけでは交通安全性の向上は困難で
あると思われる。

　⚔．まとめ

　集約型都市における交通安全性について、都市間
比較を行うことで都市のコンパクト化が交通事故を
減少させる傾向があることを示した。特に、集約型
都市では重傷事故の削減に効果があり、公共交通分
担率の上昇は事故の削減に寄与するが、公共交通分
担率が一定レベル以下の都市ではその傾向が弱いこ
とが分かった。具体的には、公共交通分担率が10％
以上の都市は、都市の集約とともに交通事故発生件
数は減少する。しかし、公共交通分担率10％未満の
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　＊⚒　GFI（適合度指標）はモデルとデータの適合度を示す値で、
一般的には0.9以上がモデルの適合性が高いと評価され
る。本研究の適合度は0.5程度と低いため、今回の都市
指標だけでは交通危険性は半分程度しか説明できないと
いえる。
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Fig. 5　共分散構造分析：公共交通分担率10%以上の都市
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Fig. 6　自動車保有率を用いた交通事故発生件数の推定



都市は、都市指標と交通事故の相関が低いため、都
市の集約化以外の交通安全対策が必要である。
　なお、本研究では都市構造の集約化と交通安全に
焦点を当てたものの、交通安全性については地域間
格差が大きい。一般的な知見を得るためにはさらな
る詳細な分析が必要である。また、都市内の土地利
用と交通事故の関連性についても、複数の都市を対
象に調査・分析することで、問題点の明確化ができ
ると思われる。
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Fig. 7　共分散構造分析：公共交通分担率10%未満の都市


